
　　　　　平成３１年２月２５日提出

あ９２９，７５１千円とする。あああああああああああああああああああああああああああああああああああああああ

あ歳出予算補正」による。あああああああああああああああああああああああああああああああああああああああああ

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予算の金額は、「第１表 歳入

あ（地方債の補正）ああああああああああああああああああああああああああああああああああああああああああああ

第２条 地方債の変更は、「第２表 地方債補正」による。ああああああああああああああああああああああああああ

あ（歳入歳出予算の補正）あああああああああああああああああああああああああああああああああああああああああああ

第１条 歳入歳出予算の総額から歳入歳出それぞれ９，１８１千円を減額し、歳入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ

議案第 ３５ 号

平成３０年度　飛騨市公共下水道事業特別会計補正予算（補正第２号）

　平成３０年度飛騨市の公共下水道事業特別会計補正予算（補正第２号）は、次に定めるところによる。

飛騨市長 　都　竹　　淳　也ああああ
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【第１表】
- 2 -

(歳　入) (単位：千円)

款 項 補  正  前  の  額 補　　正　　額 計

04. 財 産 収 入 ３７９ △４０ ３３９

01. 財 産 運 用 収 入 ３７９ △４０ ３３９

05. 繰 入 金 ５７８，８９９ △５，４４１ ５７３，４５８

01. 他 会 計 繰 入 金 ５３４，９８３ △５，４４１ ５２９，５４２

08. 市 債 ４６，０００ △３，７００ ４２，３００

01. 市 債 ４６，０００ △３，７００ ４２，３００

歳　　　　　入　　　　　合　　　　　計 ９３８，９３２ △９，１８１ ９２９，７５１

(歳　出) (単位：千円)

款 項 補  正  前  の  額 補　　正　　額 計

01. 下 水 道 事 業 費 ３３５，０９２ △９，１８１ ３２５，９１１

01. 総 務 管 理 費 ２６２，６９２ △５，１８１ ２５７，５１１

02. 下 水 道 施 設 整 備 事 業 費 ７２，４００ △４，０００ ６８，４００

歳　　　　　出　　　　　合　　　　　計 ９３８，９３２ △９，１８１ ９２９，７５１

第１表　歳 入 歳 出 予 算 補 正



第 ２ 表 地 方 債 補 正

　　４．０％以内

（ただし、利率見直

し方式で借り入れる

政府資金及び地方公

共団体金融機構資金

について利率見直し

を行った後において

は当該見直し後の利

率）

証書借入

又は

証券発行

 下水道事業

　神岡地区公共

　下水道事業

0046,000

　政府資金についてはそ

の融資条件により、銀行

その他の場合にはその債

権者と協定によるものと

する。ただし、市財政の

都合により据置期間及び

償還期限を短縮し、若し

くは繰上償還又は低利債

に借換えすることができ

る。

証書借入

又は

証券発行

　　４．０％以内

（ただし、利率見直

し方式で借り入れる

政府資金及び地方公

共団体金融機構資金

について利率見直し

を行った後において

は当該見直し後の利

率）

0042,300

　政府資金についてはそ

の融資条件により、銀行

その他の場合にはその債

権者と協定によるものと

する。ただし、市財政の

都合により据置期間及び

償還期限を短縮し、若し

くは繰上償還又は低利債

に借換えすることができ

る。

起債の目的

補 正 前

限 度 額

（変　更） （単位：千円）

補 正 後

起債の方法 利 率 償 還 の 方 法限 度 額起債の方法 利 率 償 還 の 方 法
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【総　括】
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１　総括

(歳　入) (単位：千円)

款 補 正 前 の 額 補 正 額 計

04. 財 産 収 入 ３７９ △４０ ３３９

05. 繰 入 金 ５７８，８９９ △５，４４１ ５７３，４５８

08. 市 債 ４６，０００ △３，７００ ４２，３００

歳       入       合       計歳 入 合 計 ９３８，９３２ △９，１８１ ９２９，７５１

(歳　出) (単位：千円)

歳 入 歳 出 補 正 予 算 事 項 別 明 細 書

補　正　額　の　財　源　内　訳

款 補 正 前 の 額 補 正 額 計 特     定     財     源

国 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

01. 下 水 道 事 業 費 335,092 △9,181 325,911  △3,700 △40 △5,441

歳 出 合 計 938,932 △9,181 929,751  △3,700 △40 △5,441

一 般 財 源



２　歳入

(款) 04. 財産収入

(項) 01. 財産運用収入
(単位：千円)

節

補正前の額 補 正 額 計 説　　　　　　　　　　　　　明

 01. 利子及び配当金 379 △40 339  01. 利子及び配当金 △40 累計 339

001. 公共下水道事業基金利子 △39(372)

002. 公共下水道事業減債基金利子 △1(7)

計 379 △40 339

(款) 05. 繰入金

(項) 01. 他会計繰入金

節

補正前の額 補 正 額 計 説　　　　　　　　　　　　　明

 01. 一般会計繰入金 534,983 △5,441 529,542  01. 一般会計繰入金 △5,441 累計 529,542

002. 一般会計繰入金（古川）

△3,246(416,581)

003. 一般会計繰入金（神岡）

△2,195(118,145)

計 534,983 △5,441 529,542

(款) 08. 市債

(項) 01. 市債

節

補正前の額 補 正 額 計 説　　　　　　　　　　　　　明

 01. 下水道事業債 46,000 △3,700 42,300  01. 下水道事業債 △3,700 累計 42,300

002. 下水道事業債（神岡） △3,700(46,000)

計 46,000 △3,700 42,300

- 5 -

目

区     分 金   額

目

区     分 金   額

目

区     分 金   額
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３　歳出

(款) 01. 下水道事業費

(項) 01. 総務管理費 (単位：千円)

補　 正　 額　 の　 財　 源　 内　 訳 節

目 補正前の額 補 正 額 計 特    定    財    源 説　　　明

国県支出金 地 方 債 そ の 他

 01. 一般管理費 90,510 △557 89,953 △40 △517  03. 職員手当等 169 累 計 9,699(9,530)

<財産収入 005. 時間外勤務手当 169(1,110)

△40>

 08. 報償費 △237 累 計 117(354)

008. 納期前納付報奨金 △237(354)

13. 委託料 △242 累 計 27,192(27,434)

191. 受益者負担金徴収資料作成委託料

△ 242(2,938)

18. 備品購入費 △207 累 計 1,535(1,742)

003. 車輌購入費 △207(1,742)

25. 積立金 △40 累 計 4,204(4,244)

003. 公共下水道事業減債基金積立金

△ 1(7)

012. 公共下水道事業基金積立金

△ 39(4,237)

 02. 施設管理費 172,182 △4,624 167,558 △4,624 11. 需用費 △700 累 計 38,459(39,159)

001. 消耗品費 △700(6,400)

13. 委託料 △3,924 累 計 107,985(111,909)

009. 施設管理委託料 △2,400(70,617)

012. 空調機器保守点検委託料 △76(552)

192. 下水道台帳作成業務委託料

△ 248(655)

194. 汚泥収集・運搬委託料

△ 1,200(19,440)

計 262,692 △5,181 257,511 △40 △5,141

(款) 01. 下水道事業費

(項) 02. 下水道施設整備事業費

補　 正　 額　 の　 財　 源　 内　 訳 節

目 補正前の額 補 正 額 計 特    定    財    源 説　　　明

国県支出金 地 方 債 そ の 他

 02. 船津管渠施 71,400 △4,000 67,400 △3,700 △300 13. 委託料 △100 累 計 916(1,016)

設整備事業
<地方債 193. 管渠内テレビカメラ検査委託料

費
△3,700>

△ 100(1,016)

15. 工事請負費 △3,900 累 計 65,000(68,900)

030. 下水道整備工事 △3,900(68,900)

計 72,400 △4,000 68,400 △3,700 △300

一 般 財 源 区   分 金   額

一 般 財 源 区   分 金   額



１．一　般　職

　　（１）　総　　　括

区　　分 職員数 報　　酬 給　　料 職員手当 計 共　済　費 合　　　計 備　　　考

（人） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

補 正 後 4 12,411 9,699 22,110 4,208 26,318

補 正 前 4 12,411 9,530 21,941 4,208 26,149

比 較 0 0 169 169 0 169

扶養手当 住居手当 通勤手当 特殊勤務手当 時間外勤務手当 地域手当 児童手当

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

補 正 後 678 240 1,279 360

補 正 前 678 240 1,110 360

比 較 0 0 169 0

宿日直手当 管理職手当 期末手当 勤勉手当 寒冷地手当 単身赴任手当 退職手当組合負担金

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

補 正 後 2,993 2,035 252 1,862

補 正 前 2,993 2,035 252 1,862

比 較 0 0 0 0

給　　与　　費　　明　　細　　書

給　　　　　　　与　　　　　　　費

職員手当

の 内 訳

区　　分

区　　分
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　　（２）　給料及び職員手当の増減額の明細

増　　減　　額

(千円) (千円)

給　　　料

職員手当 169 その他の増加分 169 支給対象異動 169

区　　　分

増　 減 　事 　由 　別 　内 　訳

説 明 備 考



　　（３）　給料及び職員手当の状況

      ア　職員１人当たり給与 （単位：円）

      イ　初　　任　　給

区 分 行　政　職 福 祉 職

医　　　療　　　職

技能労務職

医療技術 保 健 師

平成31年3月1日現在

平 均 給 料 月 額 (円) 262,575

平 均 年 齢 (歳) 36.6

平 均 給 与 月 額 (円) 309,445

(円) 257,300

293,872

平 均 年 齢 (歳) 36.4

平 均 給 与 月 額 (円)

区 分 行　政　職 福  祉  職

医　　　療　　　職

医療技術 保 健 師

平成30年12月1日現在

平 均 給 料 月 額

技能労務職

国 の 制 度

行政職(一) 福  祉  職

医　　　療　　　職

行政職(二)

医療(二) 医療(三)

高 校 卒 148,600

短 大 卒 161,300

148,600

180,700大 学 卒 180,700

161,300
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      ウ　級 別 職 員 数

職員数(人) 構成比（％） 職員数(人) 構成比（％） 職員数(人) 構成比（％） 職員数(人) 構成比（％） 職員数(人) 構成比（％）

７　　級

６　　級

５　　級

４　　級

３　　級 2 50.0

２　　級

１　　級 2 50.0

計 4 100.0

７　　級

６　　級

５　　級

４　　級

３　　級 2 50.0

２　　級

１　　級 2 50.0

計 4 100.0

　　　（級別の標準的な職務内容）

７ 級 ６ 級 ５ 級 ４ 級 ３ 級 ２ 級 １ 級

部長･所長 部長･所長･参事 課　長 課長補佐 係長・主査 主　　任 主　　事

区　　分

行　政　職

平成30年12月1日現在

医療職（医療技師）

平成31年3月1日現在

技能労務職

区　　　　　　　分 級

行　　　政　　　職 福　　祉　　職 医療職（保健師）



      エ　昇 給

行 政 職 福 祉 職 技 能 労 務 職

職 員 数 (A) (人) 4 4

昇 給 に 係 る 職 員 数 (B) (人) 4 4

１号給 (人)

２号給 (人)

３号給 (人)

４号給 (人) 3 3

６号給 (人) 1 1

８号給 (人)

比 率 (B)/(A) (％) 100.0 100.0

職 員 数 (A) (人) 4 4

昇 給 に 係 る 職 員 数 (B) (人) 4 4

１号給 (人)

２号給 (人)

３号給 (人)

４号給 (人) 4 4

６号給 (人)

８号給 (人)

比 率 (B)/(A) (％) 100.0 100.0

補

正

前

号 給 数 別 内 訳

区 分 合 計

代 表 的 な 職 種

補

正

後

号 給 数 別 内 訳
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　オ　期 末 手 当 ・ 勤 勉 手 当

　カ　定年退職及び応募認定退職に係る退職手当

24.586875 33.270750 47.709000 47.709000

国 の 制 度

あ

（ 支 給 率 等 ）

定年前早期退職特例措置

24.586875 33.270750 47.709000 47.709000

退 職 時

特 別 昇 給

備 考

支 給 率 等 定年前早期退職特例措置

区 分

20年勤続の者

あ

あああ(月分)

25年勤続の者

あ

あああ(月分)

35年勤続の者

あ

あああ(月分)

最 高 限 度

あ

ああ (月分)

その他の加算措置等

国 の 制 度 ２．１２５ ２．３２５ ４．４５ 有

補 正 前 ２．１２５ ２．３２５ ４．４５ 有

補 正 後 ２．１２５ ２．３２５ ４．４５ 有

区 分

支 給 期 別 支 給 率
支 給 率 計

あ

ああA(月分)

職制上の段階、職務の

あ

級等による加算措置

備 考

６月(月分) 12月(月分)



　キ　特　殊　勤　務　手　当

行 政 職 福 祉 職 技 能 労 務 職

給料総額に対する比率 （％）

支 給 対 象 職 員 の 比 率 （％）

　ク　その他の手当

区 分

扶 養 手 当

代表的な特殊勤務手当の名称

住 居 手 当

国 の 制 度 と の 異 同

同　　　　　　じ

通 勤 手 当

同　　　　　　じ

同　　　　　　じ

差　　　異　　　の　　　内　　　容

無

区 分 全 職 種

代 表 的 な 職 種

（平成３１年３月１日現在）
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公共下水道事業特別会計 （単位：千円）

起 債 見 込 額 元 金 償 還 見 込 額

1 7,027,574       6,634,585       42,300          449,426         6,227,459       

(1)

公 共下 水道

事 業

7,027,574       6,634,585       42,300          449,426         6,227,459       

2 106,405         97,146          -               9,460           87,686          

7,133,979       6,731,731       42,300          458,886         6,315,145       

当 該 年 度 末

現 在 高 見 込 額

準 公 営 企 業 債

資本費平準化債

合 計

区 分 前々年度末現在高

前 年 度 末 現 在 高

見 込 額

当 該 年 度 増 減 見 込

地 方 債 の 前 々 年 度 末 に お け る 現 在 高 並 び に 前 年 度 末

及 び 当 該 年 度 末 に お け る 現 在 高 の 見 込 み に 関 す る 調 書


